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知事における個人情報の保護に関する神奈川県個人情報保護条例施行規則 

平成２年７月17日 

規則第43号 

  

 改正 平成６年３月25日規則第19号 平成10年６月19日規則第65号  

   平成12年３月31日規則第13号 平成17年３月29日規則第48号  

   平成22年３月30日規則第16号 平成22年８月３日規則第97号  

   平成25年３月29日規則第42号 平成27年９月29日規則第97号  

   平成28年３月29日規則第48号 平成29年12月15日規則第93号  

   平成31年３月19日規則第６号 令和元年６月25日規則第15号  

   令和２年11月27日規則第88号 令和３年９月28日規則第80号  

   令和４年３月18日規則第22号    

知事が保有する個人情報に関する神奈川県個人情報保護条例施行規則をここに公布する。 

知事における個人情報の保護に関する神奈川県個人情報保護条例施行規則 

題名改正〔平成22年規則97号〕 

（趣旨） 

第１条 この規則は、神奈川県個人情報保護条例（平成２年神奈川県条例第６号）の施行に関し、知

事における個人情報の保護について必要な事項を定めるものとする。 

一部改正〔平成22年規則97号〕 

（行政文書から除く電磁的記録） 

第２条 神奈川県個人情報保護条例（以下「条例」という。）第２条第５号ウに規定する実施機関が

定める電磁的記録は、次に掲げる電磁的記録とする。 

(１) 会議の記録を作成するために録音等をした録音テープ等に記録されている電磁的記録 

(２) 書式情報（文書の体裁に関する情報をいう。）を含めて磁気ディスク等に記録されている電

磁的記録 

追加〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号〕 

（要配慮個人情報） 

第２条の２ 条例第６条第９号に規定する実施機関が定める心身の機能の障害は、個人情報の保護に

関する法律施行規則（平成28年個人情報保護委員会規則第３号）第５条各号に掲げる障害とする。 

追加（平成29年規則93号）、一部改正〔令和４年規則22号〕 

（条例第７条第１項の行政文書から除かれるもの） 

第３条 条例第７条第１項に規定する行政文書で実施機関が定めるものは、別表に掲げる行政文書と

する。 

一部改正〔平成12年規則13号・17年48号・令和２年88号〕 

（個人情報事務登録簿） 

第４条 条例第７条第１項に規定する個人情報事務登録簿は、第１号様式とする。 

一部改正〔平成17年規則48号〕 

（開示の請求書の記載事項等） 

第５条 条例第19条第１項第３号に規定する実施機関が定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 法定代理人又は本人の委任による代理人（以下「代理人」と総称する。）が開示の請求をし

ようとする場合における代理人の別（法定代理人にあっては、代理人の別及び本人の未成年者又

は成年被後見人の別）並びに代理人の氏名及び住所（法人にあっては、名称、主たる事務所の所

在地及び代表者の氏名）並びに未成年者の生年月日（未成年者の法定代理人に限る。） 

(２) 条例第24条第２項に規定する開示の方法のうち、開示の請求をしようとする者が求める開示

の方法 

２ 条例第19条第１項の規定による請求書の提出は、自己情報の開示請求書（第２号様式）により行

わなければならない。 

一部改正〔平成12年規則13号・17年48号・27年97号〕 

（本人確認に必要な書類等） 

第６条 条例第19条第２項（条例第28条第３項及び第35条第２項において準用する場合を含む。）及
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び第24条第４項に規定する保有個人情報の本人であることを確認するために必要な書類で実施機関

が定めるものは、自動車又は原動機付自転車の運転免許証、旅券その他これらに類するものとして

知事が認める書類とする。 

２ 代理人が本人に代わって保有個人情報の開示、訂正又は利用停止の請求をするときは、代理人本

人であることを確認するために必要な書類として知事が認めるもの及び次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める書類を提出し、又は提示しなければならず、保有個人情報の開示を受けると

きは、代理人本人であることを確認するために必要な書類として知事が認めるものを提示しなけれ

ばならない。 

(１) 法定代理人が請求する場合 戸籍謄本その他の本人との関係を確認するために必要な書類と

して知事が認めるもの 

(２) 本人の委任による代理人が請求する場合 本人の押印がある委任状及びその押印した印鑑に

係る印鑑登録証明書 

３ 前項の場合において、代理人が法人であるときは、同項に規定する書類のほか、自己情報の開示

請求書、自己情報の訂正請求書又は自己情報の利用停止請求書を提出しようとする者が当該法人の

役員若しくは職員又は代理人本人であることを確認するために必要な書類として知事が認めるもの

を提出し、又は提示（保有個人情報の開示を受けるときにあっては、提示）しなければならない。 

一部改正〔平成12年規則13号・17年48号・22年97号・27年97号〕 

（開示の請求に対する決定の通知） 

第７条 条例第22条第２項の規定による通知は、保有個人情報の全部の開示をする旨の決定をしたと

きは自己情報の開示決定通知書（第３号様式）により、保有個人情報の一部の開示をする旨の決定

をしたときは自己情報の一部開示決定通知書（第４号様式）により、保有個人情報の全部の開示を

拒む旨の決定をしたときは自己情報の不開示決定通知書（第５号様式）により行うものとする。 

一部改正〔平成12年規則13号・17年48号・22年97号〕 

（開示の請求に対する決定期間の延長等の通知） 

第８条 条例第22条第４項の規定による通知は、自己情報開示請求に対する決定期間延長通知書（第

６号様式）により行うものとする。 

２ 条例第22条第５項の規定による通知は、自己情報開示請求に対する決定期間特例延長通知書（第

７号様式）により行うものとする。 

追加〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号〕 

（開示の請求に係る事案の移送の通知） 

第９条 条例第23条第１項の規定による通知は、自己情報開示請求に係る事案移送通知書（第８号様

式）により行うものとする。 

追加〔平成17年規則48号〕 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等の通知） 

第９条の２ 条例第23条の２第１項及び第２項に規定する実施機関が定める事項は、次に掲げる事項

（第２号に掲げる事項にあっては、同条第２項に該当する場合に限る。）とする。 

(１) 開示の請求の年月日 

(２) 条例第23条の２第２項第１号又は第２号の規定の適用の区分及び当該規定を適用する理由 

(３) 意見書を提出する場合の提出先及び提出期限 

２ 条例第23条の２第１項及び第２項の規定による通知は、意見書提出機会付与通知書（第８号様式

の２）により行うものとする。 

３ 条例第23条の２第３項（条例第41条の２第１項において準用する場合を含む。）の規定による通

知は、開示決定に係る通知書（第８号様式の３）により行うものとする。 

追加〔平成27年規則97号〕、一部改正〔平成28年規則48号〕 

（電磁的記録の開示の方法） 

第10条 条例第24条第２項第２号に規定する実施機関の定める方法は、電磁的記録若しくは電磁的記

録を光ディスクその他の電磁的記録媒体（電磁的記録であって電子計算機による情報処理の用に供

されるものに係る記録媒体をいう。）に複写した物（以下この条において「複写物」という。）を

知事が保有する専用機器により再生したものの閲覧若しくは視聴又は複写物の交付とする。ただ

し、これらの方法により難いときは、電磁的記録を知事が保有するプログラム（電子計算機に対す
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る指令であって、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。）を使用して用

紙に出力した物の閲覧、その写しの交付その他知事が適当と認める方法により行うものとする。 

追加〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号・31年６号〕 

（閲覧又は視聴による開示の実施） 

第11条 条例第22条第１項の規定により開示の決定を受けた者又は条例第25条第２項の規定により開

示を受ける者が、行政文書（行政文書を複写したもの並びに前条に規定する専用機器により再生し

たもの、用紙に出力した物及び知事が適当と認める方法により開示されるものを含む。以下この条

において同じ。）の閲覧又は視聴をしようとするときは、知事が指定する期日及び場所において行

わなければならない。 

２ 前項の場合において、行政文書の閲覧又は視聴をする者は、当該行政文書を丁寧に取り扱わなけ

ればならず、汚損し、又は破損してはならない。 

３ 前２項の規定に違反する者に対しては、知事は、行政文書の閲覧又は視聴を中止させ、又は禁止

することができる。 

一部改正〔平成12年規則13号・17年48号・22年97号・31年６号〕 

（郵送等による請求の申出） 

第12条 保有個人情報の開示、訂正又は利用停止の請求をしようとする者は、病気、身体障害その他

やむを得ない理由があるときは、別に定めるところにより、郵便又は民間事業者による信書の送達

に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９

項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便によりその請求をし、又は保有

個人情報の開示を受けることを申し出ることができる。 

一部改正〔平成17年規則48号・22年97号〕 

（開示の請求の特例） 

第13条 条例第25条第１項の規定により口頭により開示の請求ができる保有個人情報を定めたとき

は、定めた内容を神奈川県公報により告示するものとする。 

一部改正〔平成17年規則48号・22年97号〕 

（行政文書の写し等の作成等） 

第14条 行政文書（行政文書を複写したもの並びに第10条ただし書に規定する用紙に出力した物、そ

の写し及び知事が適当と認める方法により開示されるものを含む。次項において同じ。）の写し等

の作成は、知事が別に定める方法により行うものとする。 

２ 行政文書の写し等の交付の部数は、一の請求につき１部とする。 

３ 条例第26条に規定する写し等の交付に要する費用は、前納とする。 

一部改正〔平成12年規則13号・17年48号・28年48号・31年６号〕 

（訂正の請求書の記載事項等） 

第15条 条例第28条第１項第４号に規定する実施機関が定める事項は、代理人が訂正の請求をしよう

とする場合における代理人の別（法定代理人にあっては、代理人の別及び本人の未成年者又は成年

被後見人の別）並びに代理人の氏名及び住所（法人にあっては、名称、主たる事務所の所在地及び

代表者の氏名）並びに未成年者の生年月日（未成年者の法定代理人に限る。）とする。 

２ 条例第28条第１項の規定による請求書の提出は、自己情報の訂正請求書（第９号様式）により行

わなければならない。 

一部改正〔平成12年規則13号・17年48号・27年97号〕 

（訂正の請求に対する決定の通知） 

第16条 条例第31条第２項の規定による通知は自己情報の訂正決定通知書（第10号様式）により行

い、同条第３項の規定による通知は自己情報の不訂正決定通知書（第11号様式）により行うものと

する。 

一部改正〔平成12年規則13号・17年48号〕 

（訂正の請求に対する決定期間の延長等の通知） 

第17条 条例第31条第４項の規定による通知は、自己情報訂正請求に対する決定期間延長通知書（第

12号様式）により行うものとする。 

２ 条例第31条第５項の規定による通知は、自己情報訂正請求に対する決定期間特例延長通知書（第

13号様式）により行うものとする。 
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追加〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号〕 

（訂正の請求に係る事案の移送の通知） 

第18条 条例第32条において準用する条例第23条第１項の規定による通知は、自己情報訂正請求に係

る事案移送通知書（第14号様式）により行うものとする。 

追加〔平成17年規則48号〕 

（利用停止の請求書の記載事項等） 

第19条 条例第35条第１項第４号に規定する実施機関が定める事項は、代理人が利用停止の請求をし

ようとする場合における代理人の別（法定代理人にあっては、代理人の別及び本人の未成年者又は

成年被後見人の別）並びに代理人の氏名及び住所（法人にあっては、名称、主たる事務所の所在地

及び代表者の氏名）並びに未成年者の生年月日（未成年者の法定代理人に限る。）とする。 

２ 条例第35条第１項の規定による請求書の提出は、自己情報の利用停止請求書（第15号様式）によ

り行わなければならない。 

追加〔平成17年規則48号〕、一部改正〔平成27年規則97号〕 

（利用停止の請求に対する決定の通知） 

第20条 条例第38条第２項の規定による通知は自己情報の利用停止決定通知書（第16号様式）により

行い、同条第３項の規定による通知は自己情報の利用不停止決定通知書（第17号様式）により行う

ものとする。 

追加〔平成17年規則48号〕 

（利用停止の請求に対する決定期間の延長等の通知） 

第21条 条例第38条第４項の規定による通知は、自己情報利用停止請求に対する決定期間延長通知書

（第18号様式）により行うものとする。 

２ 条例第38条第５項の規定による通知は、自己情報利用停止請求に対する決定期間特例延長通知書

（第19号様式）により行うものとする。 

追加〔平成17年規則48号〕 

（諮問をした旨の通知） 

第22条 条例第41条の規定による通知は、個人情報保護審査会諮問通知書（第20号様式）により行う

ものとする。 

追加〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号〕 

（神奈川県個人情報保護審査会への通知） 

第23条 知事は、条例第39条の３に規定する不開示等の決定又は不作為に係る審査請求につき行政不

服審査法（平成26年法律第68号）第９条第３項の規定により読み替えて適用する同法第31条から第

36条までに規定する手続が行われたときは、遅滞なく、その旨を神奈川県個人情報保護審査会に通

知するものとする。 

全部改正〔平成28年規則48号〕 

附 則 

この規則は、平成２年10月１日から施行する。 

附 則（平成６年３月25日規則第19号） 

１ この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用することができ

る。 

附 則（平成10年６月19日規則第65号） 

この規則は、平成10年７月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月31日規則第13号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前にされた改正前の第４条第２項、第11条第２項又は第13条第２項の規定による

請求書又は申出書の提出でこの規則の施行の際まだその処理がされていないものについては、改正

後の第４条第２項、第11条第２項又は第13条第２項の規定による請求書又は申出書の提出とみな

す。 
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３ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用することができ

る。 

附 則（平成17年３月29日規則第48号） 

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用することができ

る。 

事業者が保有する個人情報に関する神奈川県個人情報保護条例施行規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

附 則（平成22年３月30日規則第16号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

（様式の作成に係る経過措置） 

70 この規則による改正前の各規則に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使

用することができる。 

附 則（平成22年８月３日規則第97号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用することができ

る。 

附 則（平成25年３月29日規則第42号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

（様式の作成に係る経過措置） 

56 この規則による改正前の各規則に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使

用することができる。 

附 則（平成27年９月29日規則第97号） 

１ この規則は、平成27年10月５日から施行する。 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用することができ

る。 

附 則（平成28年３月29日規則第48号） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

２ 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用することができ

る。 

附 則（平成29年12月15日規則第93号） 

この規則は、平成30年１月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月19日規則第６号） 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年６月25日規則第15号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和２年11月27日規則第88号） 

この規則は、令和２年12月１日から施行する。 

附 則（令和３年９月28日規則第80号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則による改正前の各規則に定める様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な

調整をして使用することができる。 

附 則（令和４年３月18日規則第22号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

１ 県又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人（以下「県等」とい

う。）の職員の職務の遂行に関して設置され、県等の職員で構成される会議の構成員の名簿 

２ 県等の職員の職務に係る研修に関して作成された名簿 
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３ 県の職員の身分証明書、立入検査証等特定の職務に従事する職員であることを証する書類の交

付台帳 

４ 庁内の会議室の利用申込書等知事の組織内部又は県等の機関相互の申込手続等に使用される書

類 

５ 時間外勤務命令簿、旅行命令簿等定められた様式により作成され専ら県の職員の職務の遂行に

関する個人情報が記録された書類 

６ その他上記に類する行政文書 

一部改正〔平成12年規則13号・17年48号〕 

第１号様式 

（第４条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

全部改正〔平成10年規則65号〕、一部改正〔平成17年規則48号・22年16号・97号・25年42

号・27年97号・29年93号・令和元年15号・２年88号〕 

第２号様式 

（第５条、第６条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

全部改正〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号・22年16号・97号・25年42

号・27年97号・令和元年15号・３年80号〕 

第３号様式 

（第７条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

全部改正〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号・22年16号・97号・25年42

号・31年６号・令和元年15号〕 

第４号様式 

（第７条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

全部改正〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号・22年16号・97号・25年42

号・28年48号・令和元年15号〕 

第５号様式 

（第７条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

全部改正〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号・22年16号・97号・25年42

号・28年48号・令和元年15号〕 

第６号様式 

（第８条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

全部改正〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号・22年16号・97号・25年42

号・令和元年15号〕 

第７号様式 

（第８条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号・22年16号・97号・25年42号・

令和元年15号〕 

第８号様式 

（第９条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成17年規則48号〕、一部改正〔平成22年規則16号・97号・25年42号・令和元年15

号〕 

第８号様式の２ 

（第９条の２関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成27年規則97号〕、一部改正〔令和元年規則15号〕 

第８号様式の３ 

（第９条の２関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成27年規則97号〕、一部改正〔平成28年規則48号・令和元年15号〕 

第９号様式 

（第６条、第15条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

一部改正〔平成６年規則19号・12年13号・17年48号・22年16号・97号・25年42号・27年97

号・令和元年15号・３年80号〕 
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第10号様式 

（第16条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

一部改正〔平成６年規則19号・12年13号・17年48号・22年16号・97号・25年42号・28年48

号・令和元年15号〕 

第11号様式 

（第16条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

一部改正〔平成６年規則19号・12年13号・17年48号・22年16号・97号・25年42号・28年48

号・令和元年15号〕 

第12号様式 

（第17条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号・22年16号・97号・25年42号・

令和元年15号〕 

第13号様式 

（第17条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号・22年16号・97号・25年42号・

27年97号・令和元年15号〕 

第14号様式 

（第18条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成17年規則48号〕、一部改正〔平成22年規則16号・97号・25年42号・令和元年15

号〕 

第15号様式 

（第６条、第19条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成17年規則48号〕、一部改正〔平成22年規則16号・97号・25年42号・27年97号・

令和元年15号・３年80号〕 

第16号様式 

（第20条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成17年規則48号〕、一部改正〔平成22年規則16号・97号・25年42号・28年48号・

令和元年15号〕 

第17号様式 

（第20条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成17年規則48号〕、一部改正〔平成22年規則16号・97号・25年42号・28年48号・

令和元年15号〕 

第18号様式 

（第21条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成17年規則48号〕、一部改正〔平成22年規則16号・97号・25年42号・令和元年15

号〕 

第19号様式 

（第21条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成17年規則48号〕、一部改正〔平成22年規則16号・97号・25年42号・27年97号・

令和元年15号〕 

第20号様式 

（第22条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

追加〔平成12年規則13号〕、一部改正〔平成17年規則48号・22年16号・97号・25年42号・

27年97号・28年48号・令和元年15号〕 


